
 

熊本市地域公民館建設・営繕費補助実施要綱 

 

制定 平成 ６年 ４月 １日 教育長決裁 

改正 平成 ９年 ８月 １日 教育長決裁 

平成２０年 ４月 １日 市民生活局長決裁 

平成２１年 ４月 １日 市民生活局長決裁 

平成２２年 ５月２５日 地域づくり推進課長決裁 

平成２２年１０月 １日 地域づくり推進課長決裁 

平成２４年 ４月 １日 生涯学習推進課長決裁 

平成２４年 ８月３１日 生涯学習推進課長決裁 

平成２８年 ３月１７日 生涯学習推進課長決裁 

平成２９年 ４月 １日 地域活動推進課長決裁 

平成２９年１２月 １日 市民局長決裁 

令和 ２年 ３月３０日 地域活動推進課長決裁 

令和 ４年 ４月 １日 地域活動推進課長決裁 

令和 ５年１０月 １日 地域活動推進課長決裁 

令和 ７年 ３月２８日 文化市民局長決裁   

 

 

（趣旨） 

第1条 この要綱は、熊本市地域公民館建設・営繕費補助（以下「補助金」という。）に関し、熊本市補助金等交

付規則（昭和４３年規則第４４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（目的） 

第２条 地域公民館は、地域社会における生涯学習の振興と住民の活発な自主的活動の場として運営されるなど、

市政・まちづくりの推進においても欠かせない存在である。地域社会において重要な役割を担う地域公民館の

建設事業及び営繕事業の一部を支援する補助金を交付し、地域コミュニティの形成を図るとともに活力あるま

ちづくりに寄与することを目的とする。 

（補助対象団体） 

第３条 補助金は、地域公民館要綱（平成４年４月１日制定）第２条の地域公民館（同要綱第５条に基づき届け

出られた地域公民館現況票における館の種別が兼用でないものに限る。以下「補助対象団体」という。）に交付

するものとする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、地域公民館（専ら補助対象団体の使用に供されるものに限る。以下同じ。）の施設及び

附属施設に係る建設事業及び営繕事業であって補助対象団体の活動に必要なものとする。 

２ 補助対象事業に係る経費のうち、補助金の対象となるものは、別に定める。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各項のとおりとし、予算の範囲内でこれを決定する。 

２ 建設事業については、建設に要した経費の２分の１を補助する。ただし、補助金の額に千円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額とし、上限７，５００千円とする。 

３ 営繕事業については、営繕に要した経費の２分の１を補助する。ただし、補助金の額に千円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額とし、上限６００千円とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、災害を受けた補助対象団体の営繕事業に対する補助金特例として、復旧に要した

補助対象経費の３分の２を補助する。ただし、補助金の額は、千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額とし、上限６００千円とする。 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする補助対象団体の代表者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて補助金交付申請書（様式第１号）（以下「交付申請書」という。）

を市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 建設事業 



 

ア 建設計画書（様式第２号） 

イ 建設予算書 

ウ 土地承諾書（借地の場合） 

エ 土地登記簿 

オ 字図 

カ 入札又は見積合わせ参加者の建設見積書 

キ 平面図・配置図・立面図 

ク 建築確認申請を要する工事については建築確認済証の写し 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(2) 営繕事業 

ア 入札又は見積合わせ参加者の営繕見積書 

イ 営繕予算書 

ウ 現況写真 

エ アからウまでに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金交付の決定） 

第７条 市長は、前条に規定する交付申請書の提出を受け、その内容を審査し、交付を決定したときは、補助金

交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。この場合において、市長は、必要な条件

を付することができる。 

（実績報告） 

第８条 申請者は、事業完了の日から起算して３０日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに次

に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて補助金実績報告書（様式第４号）（以下「実績報告

書」という。）を市長に提出しなければならないこととする。 

(1) 建設事業 

ア 竣工届（様式第５号） 

イ 建設決算書 

ウ 工事請負契約書の写し 

エ 工事の記録写真 

オ 建築確認申請を要する工事については建築検査済証の写し 

カ アからオまでに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(2) 営繕事業 

ア 営繕決算書 

イ 工事の記録写真 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条に規定する実績報告を受けた場合においては、その内容を審査の上、補助金の確定を行う。

この場合において、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めた場合は、補助金の一部又は全

部の減額を行うものとする。 

２ 交付確定の通知は、補助金交付確定通知書（様式第６号）により、通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金は、前条により確定した額を補助事業の終了後に交付するものとする。 

（その他） 

第１１条 市の施設（児童育成クラブ、老人憩の家、生きがい作業所、消防団機械倉庫等）との複合施設として

建設する場合は、関係各課と調整の上、この要綱の定めに準じ、その都度別途伺うものとする。 

（暴力団の排除） 

第１２条 市長は、熊本市暴力団排除条例（平成 23年条例第 94号。以下、「暴排条例」という。）第 9条の規定

に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、申請団体の代表者（以下、「代表者という。」が次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱に

定める他の規定に関わらず、補助金を交付しないものとする。 

(1) 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

(2) 暴排条例第２条第３号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 



 

３ 市長は、補助事業を行う者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、代表者に対し当該代表者の氏名

（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成 ６年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 ９年 ８月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年 ６月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年１０月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年 ８月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年１２月 １日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和 ５年１０月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 ７年 ４月 １日から施行する。 

（検討） 

市は、この要綱の施行後3年を経過した場合において、実施状況等を勘案し、検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第１号（第６条関係） 

 

 

地域公民館（建設・営繕）補助金交付申請書 

 

   年  月  日 

熊本市長（宛） 

 

 

公民館名           公民館     

 

申請者  館長住所 熊本市               

 

館長氏名                     

  

    

生年月日       年   月   日 

 

熊本市地域公民館建設・営繕費補助実施要綱第６条の規定により下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

 

 

２ 補助事業の目的及び内容 

 

 

 

３ 補助対象事業費 

 

               円 

 

４ 交付を受けようとする補助金の額と、その算出基礎 

 

               円 

 

（算出基礎） 

 

 

５ （その他） 

 

 

 

 

 

 

申請者は、本件申込みにあたり市に提出した個人情報について、市がこの補助金からの暴力団排

除のため熊本県警察への照会確認に使用することに同意します。 

また、申込者が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該当したときは、市

がこの補助金を交付しないこと、又は、補助金の交付の決定を取り消すことについて同意します。 



 

 

 

様式第２号（第６条関係） 

地 域 公 民 館 建 設 計 画 書 

 

  年  月  日 

熊本市長（宛） 

 

公民館名           公民館     

 

申請者  館長住所 熊本市               

 

館長氏名                  

 

地域公民館建設の計画については、下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 名称      

 

２ 事業目的    

 

３ 建設場所   熊 本 市                                         

 

４ 施設概要   （１）構 造         造 ・      建 

 

         （２）用 途    

 

         （３）延面積                  ㎡ 

 

         （４）建面積                  ㎡ 

 

５ 事業費                            円 

 

６ 資  金   （１）市補助金                 円 

 

         （２）地元資金                 円 

 

         （３）寄付金                  円 

 

７ 工  事   （１）着 工        年   月   日 

 

         （２）竣 工        年   月   日 

 

８ 敷  地                           ㎡ 

 

９ 地  区   （１）世帯数                  世帯 

 

               （２）人 口                  人 



 

 

 

様式第３号（第７条関係） 

 

発第   号 

   年  月  日 

    公民館名  

申請者 館長住所 

館 長 名                       様 

 

熊本市長 

 

地域公民館（建設・営繕）補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった地域公民館（建設・営繕）補助金については、熊本市地域公民館建

設・営繕費補助実施要綱第７条の規定により下記のとおり交付決定したので通知します。 

 

記 

１ 補助事業の名称 

２ 補助事業の目的及び対象となる事業  

３ 補助対象事業費及び補助金額は、次のとおりとする。 

   補助対象事業費          円 

   補 助 金 額          円 

４ 補助金は、事業終了後、確定された金額を請求により交付する。 

５ 交付の条件は、次のとおりとする。 

 (1) 補助事業に要する予算を変更し、又は補助事業の内容を変更しようとするときは、市長の承認を受けなけ

ればならない。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、市長の承認をうけなければならない。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、遅滞なく市長に

報告して、その指示を受けなければならない。 

 (4) 補助事業終了後３０日を経過する日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、監事による監

査を受け、補助金実績報告書及び決算書を市長に提出しなければならない。 

 (5) （その他） 

６ 補助の条件に違反した場合、不正行為がなされた場合その他市長が補助を不適当と認めた場合は、この決定

を取り消し、又は補助決定額を減じることがある。この場合において、既に交付された補助金があるときは、

その返還及び補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ年 10.95パーセントの割合で計算した違約加

算金を請求する。 

７ 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申請者に対し支払うべき他の

補助金等があるときは、当該他の補助金等の交付を一時停止することがある。 

８ 監査委員が必要と認めたときは、地方自治法第１９９条第７項の規定により監査をすることがある。 

９ 市長が必要と認めたときは、地方自治法第２２１条第２項の規定により、その状況を調査し、又は報告を徴

することがある。 



 

様式第４号（第８条関係） 

地域公民館（建設・営繕）補助金実績報告書 

 

 

  年  月  日 

熊本市長（宛） 

 

公民館名           公民館     

 

申請者  館長住所 熊本市               

 

館長氏名                  

  

 

 

 

熊本市地域公民館建設・営繕費補助実施要綱第８条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称 

 

 

 

２ 補助事業の目的及び内容 

 

 

 

３ 補助対象事業費 

 

                   円 

 

４ 補助金交付決定額 

 

                   円 

 

  ５ 監査 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ （その他） 

 

   

 

 

会計及び資産管理状況を監査した結果、会計帳簿の記載は正確で、いずれもすべて適正に

処理されたことを認めます。 

 

        年   月   日 

 

                監 事  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （自署） 



 

様式第５号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

熊本市長（宛） 

 

公民館名           公民館     

 

申請者  館長住所 熊本市               

 

館長氏名                  

  

 

地域公民館建設工事竣工届 

 

 

         公民館の建設工事が、下記のとおり竣工いたしましたのでお届けします。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 竣 工 日        年   月   日 

 

 

 

２ 関係書類    別 紙 の と お り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第６号（第９条関係） 

 

 

発第   号 

   年  月  日 

公民館名       公民館     

 

申請者  館長住所 熊本市               

 

館長氏名           

  

熊本市長 

 

地域公民館（建設・営繕）補助金交付確定通知書 

 

年  月  日付け  発号で通知した地域公民館（建設・営繕）補助金については、熊本市地域公民館建

設・営繕費補助実施要綱第９条の規定により確定したので、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

補助金             円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


